
この講座では，プラズマの挙動研究や分光計測診断など

において重要な役割を果たしているプラズマ中での原子分

子過程を理解・考察する上で必要となる原子分子データと

そのデータベースについて，活用するための基礎知識とそ

の応用例，原子分子データの研究例を紹介する．この講座

で原子分子データベースと原子分子データに興味を持って

いただき，それぞれの研究にも役立ててもらえればと思

う．まず，第１章では，原子分子データベースの概観と応

用したプラズマ研究の紹介，第２章で原子分子データの基

礎知識を述べる．第３章では原子分子データはどのように

生産されるのか，原子分子物理学研究やデータ評価につい

て紹介し，第４章では主なデータベースの具体的な利用方

法を紹介する．

１．１ 原子分子データベースとは
プラズマの中の中性原子・分子，イオン，電子は互いに

衝突して，弾性散乱や非弾性散乱を起こし，電離や再結合，

励起，発光など，様々な過程を起こしている．これらの衝

突過程や発光過程を記述するための物理量を数値データと

して収集したものが原子分子データベースである．どのよ

うな物理量を扱っているかにより様々なデータベースが存

在する．

現在公開されている原子分子データベースは，応用分野

ごとに異なった観点からデータが収集されてはいるが，大

雑把に分けると，原子分子データに関する文献のデータ

ベース［１］，原子や分子の発光線の波長や原子構造など分

光に関する数値データベース，衝突過程に関する数値デー

タベースがある．プラズマ固体相互作用によるスパッタリ

ング収率などの数値データベースもあるが，この講座では

取り扱わない．また，核反応断面積などは，物理学上カテ

ゴリーが異なり，原子分子データとは言わない．

分光データベースは，原子や分子の発光線の波長や遷移

確率と遷移の情報が含まれ，原子は米国標準技術研究所

（NIST）のもの［２］が有名である．分子は，例えばNIST

の分子分光データ［３］があるが，他にもいろいろなところ

で作られている．これらは，分光計測したときの発光線の

同定，元素の特定などに利用できる．

衝突過程のデータベースは，衝突エネルギーもしくは電

子温度に対する電離や励起，再結合過程，電子付着や解離，

荷電交換過程などの断面積や速度係数の数値データを持

ち，核融合研の原子分子データベースはこれにあたる

［４］．電離・再結合過程によるイオン価数分布計算や，発

光線強度を評価するためのコロナモデルや衝突輻射モデル

などの分光モデル構築［５］に用いられるほか，分子などの

化学反応モデル構築にも必要である．

これらの原子データは，もともとは原子物理学の理論研

究や実験によって得られ，論文などで発表されたもので，

例えば分光モデルや化学反応モデルを構築しようと思った

ユーザーは，原子分子データベースがなければ，一から文

献を調べてデータ収集から始めなければならない．また，

いろいろな研究者が同じ原子分子過程のデータを発表して

いると，どれを使うのが適切か，判断は難しい．原子分子
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データベースは，プラズマ研究者などが原子分子データを

利用しやすいように，データを収集して提供するものである．

歴史的な経緯を振り返ってみよう．始まりは１９６０年代

で，米国の規格基準局（NBS．現在のNIST）において分光

計測のためのスペクトル線波長のデータ収集，米国オーク

リッジ国立研究所において核融合プラズマ研究のための原

子分子の電子衝突断面積データ収集など，主要研究拠点で

の原子分子データの収集が始まり，データ集としての出版

が始まった．データベースとしてのコンピュータ化と利用

者へのサービスは，７０年代～８０年代に行われるようになっ

た．

日本においては１９７３年に名古屋大学プラズマ研究所（当

時）の共同研究として国内の原子物理学研究者やプラズマ

研究者によって組織されたスタディグループによって，水

素，重水素，トリチウムとヘリウムの衝突断面積の収集と

評価作業が行われた［６‐８］．その後，原子分子のデータ集

は IPPJ-AMレポートやNIFS-DATAレポートとして出版

された．コンピュータ化したデータベース作成と提供は，

プラズマ研究所で１９７８年から行われ，検索機能を備えた

データベースとして汎用機で作成・提供された．１９９７年以

降はインターネットでアクセスできるWWWでのデータ

ベース提供や拡充が進められてきた．

１９７４年，東京で開かれた国際核融合研究評議会

（IFRC）において，核融合プラズマ工学発展のために原子

分子データの必要性と国際的な協力体制でのデータサービ

スの必要性が IAEAへ提言された．１９７６年に IAEAは諮問

委員会を開き，原子分子データセンターネットワークの設

置，原子分子データに関する文献および数値データの収

集，データ交換のためのフォーマットの策定などが提案さ

れた．これを受け，１９７７年に IAEAは第１回データセン

ターネットワーク（DCN）会議を開催した．名古屋大学プ

ラズマ研究所と日本原子力研究所（当時）が参加し，アメ

リカ，フランス，ロシアとともにコアグループとして今日

までDCNの一翼を担い，原子分子データの収集とデータ

ベース活動を行なっている．DCN会議では，核融合プラズ

マ研究に必要な原子分子過程やプラズマ・壁相互作用の数

値データや文献データの収集や研究活動が議論され，参加

センターの原子分子データ活動の情報交換ととともに国際

的なデータ活動の方向性が議論されている．データフォー

マットの標準化なども議論されてきている．

データベースは，９０年代後半以降，インターネットを利

用したWWWでの公開が国際的にも行われるようになり，

格段に利用しやすくなった．２００１年末からは，原子データ

の検索エンジンGENIE［９］が IAEAによって開発・運用さ

れ，ネットワーク上の複数の原子データベースの検索が同

時に行えるようになった．国際的な協力体制でのデータ交

換フォーマットの策定も８０年代後半から進められてお

り，８０～９０年代は，ALADDIN［１０，１１］というフォートラン

ベースのフォーマット，２００６年からはXMLを用いた

フォーマットXSAMSの策定が進められている［１２］．

ALADDINはあまり普及せず，現在はほとんど用いられて

いない．XSAMSは，原子分子データとプラズマ固体相互

作用の数値データをXMLで記述するためのルールブック

のようなものであり，完成に近づいてきている．

近年はさらにインターネット上の仮想データベース構想

が進んでいる．先んじているのは２００２年より始まった国際

ヴァーチャル天文台連合［１３］で，各国の天文台で観測した

天体の観測データのデータベースを，仮想的に統一した巨

大データベースとして検索したりデータ解析ができるよう

にしたものである．そのためのデータフォーマットの統一

や，データ検索や表示用のツールの開発などが各国の協力

によって進められ，運用が行われている．

原子分子数値データに関しても，XSAMSというXML

を用いたデータフォーマットを使い，IAEAのDCNを中心

とした仮想データセンター構想が検討されている．EUに

おいては，既にVAMDCという仮想原子分子データセン

タープロジェクトが２００９年７月から３年半の予定で進めら

れている［１４］．VAMDCは，ヨーロッパを中心とした１５

の大学・研究所における原子分子の研究グループが参加

し，核融合に限らず，天体や大気化学，環境，燃焼化学，プ

ラズマ産業応用などの研究のための原子分子データを，統

一したフォーマットで提供しデータ交換を可能とするプロ

ジェクトである．まだ開発段階であるが，�テスト版とし

て分光データを参照するクライアントソフトも作られてい

る．仮想原子分子データセンターに各データベースが参加

するには，それぞれにおいてXSAMSに対応した出力を出

せるような改造と，そのデータを検索・参照するクライア

ントソフトの開発が必要となるため，各データセンターに

おいてはまだ対応が進んでいない状況である．

原子分子データを積極的に流通させ，原子分子物理学研

究者，データを利用する様々な分野の研究者，原子分子

データセンターとの交流を図るための国際会議 ICAM-

DATA（原子分子データとその応用に関する国際会議）が

１９９７年に設立され［１５］，２０００年以降２年ごとに開催されて

いる．第８回会議が２０１２年９月，第１回と同じNISTで開

催予定になっている．日本でも同様の交流コミュニティ形

成をめざしたNPO法人原子分子データ応用フォーラムが

２０１０年に設立され，情報交換やセミナーなどを行っている

［１６］．また，プラズマ・核融合学会の５０周年記念事業の一

環として，プラズマ研究者を対象とした原子分子過程の基

礎と応用例を紹介したハンドブックも２０１１年に出版された

［１７］．本講座と合わせて参照してほしい． （村上 泉）

１．２ データベースの活用研究例
原子分子データの詳しい話の前に，ここでは，様々な分

野における原子分子データを活用した研究例を紹介する．

プラズマ中の原子分子過程を記述する原子分子データは，

化学反応モデルや分光計測解析のための分光モデルに用い

られ，様々なプラズマの理解に必要となっている．分光計

測解析等における原子分子データの詳細な利用方法や，こ

こでは取り上げていない天体プラズマ，超高層プラズマ，

レーザー生成プラズマなどの例が，文献［１７］に詳しく述べ

られているので，こちらも参照されたい．
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ａ）NBI を用いた高速イオン荷電交換分光計測

高速イオン荷電交換分光計測は，プラズマ中を周回する

高速イオンの空間分布を計測する手法で，近年，米国・カ

リフォルニア大学アーバイン分校のW. W. Heidbrink 氏ら

のグループによって提唱され，DIIID トカマクにおいて開

発された手法である［１８，１９］．この手法は，プラズマ中に存

在する高速の重水素イオン（Dfast-ion＋ ）と外部から中性粒子

ビーム（Neutral Beam: NB）によって導入された高速の中

性粒子（DNB0 ）との間の荷電交換反応の結果生じた高速中性

粒子（Dfast-ion０ ）がプラズマ中を飛行する際に発するドップ

ラーシフトしたBalmer-�（D�）光を用いて高速イオンの計

測を行うことから，FIDA（Fast-Ion Deuterium-Alpha）計

測と呼ばれ，現在，多くの環状磁場閉じ込め装置において，

高速イオンの閉じ込めを議論する際のツールとして利用さ

れている［２０‐２４］．多くの場合，核融合プラズマ実験装置

では，重水素プラズマに重水素ビームを入射する実験を行

うので，この名称で問題ないが，重水素を使用せずに軽水

素を用いた装置で実験するものにとっては，この名称は使

えない．また，対象とするプラズマの種類によって計測手

法の名称が変化することは大変紛らわしいので，ここでは

高速イオン荷電交換分光計測を英訳した略称である

FICXS（Fast-Ion Charge eXchange Spectroscopy）を使わ

せていただく．

下式にFICXS 計測を行う上での重要な荷電交換反応を

示す．（下式では，軽水素を念頭に置いて表記している．

重水素の場合はHをDと読み替えていただきたい．）

Hfast-ion+ +HNB
０ →Hfast-ion

０ ＋HNB+ （１）

Hbulk-ion+ +HNB
０ →Hbulk-ion

０ ＋HNB+ （２）

Hfast-ion+ +Hhalo
０ →Hfast-ion

０ ＋Hhalo+ （３）

ここで，Hhalo はプラズマ中にいたバルクイオンがNBと荷

電交換反応を起こした結果生成した中性粒子のことを表

し，通常ハロー中性粒子と呼ばれる．ハロー中性粒子は，

NBを入射している時のみ，それが通過する領域およびそ

の周辺に存在し，（２）式中のHbulk-ion
０ と同一のものを表

す．ここでは，（３）式に示される反応で生成したHhalo＋ と

（２）式のHbulk-ion＋ を区別するために，Hhaloと記している．前

述したが，FICXS計測では（１）式右辺に示される中性化し

た高速イオン（Hfast-ion
0 ）の内の���の励起状態にあるもの

から発せられる��光（656.28 nm）を利用する（詳しくは，

文献［１９］参照のこと）．このFICXS 成分による��光の強

度は非常に小さいので，観測を行うにあたっては，観測視

線や観測波長域を注意深く選ぶ必要がある．例えば，通常

の��光計測は，真空容器壁などからリサイクリングに

よって発生した水素原子から発せられるプラズマ周辺部で

の発光が支配的になる．またハロー中性粒子が発する��

光も無視できない．幸いこのような中性粒子のエネルギー

は，観測対象としている高速イオン（10－20 keV 以上）と

比べ小さいため（リサイクリング中性粒子の場合は３‐５eV，

ハロー中性粒子はイオン温度程度（1～10 keV 程度）），そ

のドップラーシフト量（ドップラー拡がり）は小さく，観

測対象とする波長域を適切に選ぶことによって，それらの

影響を除去する．また，観測データの中には，リサイクリ

ング等によってプラズマ周辺部で発生した中性粒子と高速

イオンが観測視線上で荷電交換反応を起こした際に発する

��光や制動放射による連続スペクトル光に起因する背景

光が含まれる．このような成分は観測波長域を変更するこ

とで除去することはできないが，この場合はNBを見込ま

ない観測視線やNBのモジュレーション運転によって背景

光成分を観測し，観測データから除去する．図１に核融合

研の大型ヘリカル装置（LHD）で観測された典型的な

FICXSのスペクトルを示す．このデータは図２に示される

図１ （a）LHDにおける高速イオン荷電交換分光素（FICX）スペ
クトル．（○）径方向NB入射時のものと（◆）同NB非入射
時の受動的な FICXスペクトル．（□）プラズマがない時に
観測された分光器のノイズレベル（b）実線：径方向NB入射
時の観測スペクトルから非入射時のスペクトルを差し引く
ことによって求めた NBによって導入された能動的な中性
粒子源に起因するFICXスペクトル成分．破線：高速イオン
輸送シミュレーションコード（GNET）の結果をもとに評価
した FICXスペクトル．

図２ LHD接線視野 FICXS計測の観測視線（Line Of Sight: LOS）．
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ような接線視野を持つ観測視線からの計測によって得られ

たもので，赤方偏移した��光を計測している．接線入射し

たNBによってプラズマ中に矢印の方向に走る高速イオン

が生成されており，それらが観測視線上に能動的な中性粒

子源として入射されたNBおよびそれに付随するハロー中

性粒子と荷電交換反応を起こした際に発する光を観測して

いる．図１（a）には，このNBを入射した時の観測結果（○）

としていない時の結果（◆）を表す．前述したように計測

NBとプラズマ中の高速イオンとの間の荷電交換反応をお

こした成分は両者の差分を用いて評価され，それは

図１（b）の実線のようになる．図中の点線の位置に対応す

る波長は，そこに記されているエネルギーの高速中性粒子

（Hfast-ion
０ ）が視線に沿って動くと仮定した時に，その粒子が

計測ポートに向かって発するドップラーシフトした��光

の波長である．また，663－664 nmの範囲には，線スペクト

ル成分が見られているが，これはプラズマ中の窒素不純物

とNBが荷電交換反応を起こした際に発した光である思わ

れる．

プラズマ中の高速イオン閉じ込めの評価を行う際には，

このようにして得られた実験結果と高速イオンのシミュ

レーション計算によって得られた結果を比較することに

よって行われるが，その際には原子分子データベースが必

要不可欠である．例えば，この計測手法の空間分解能を評

価する上では，NBのプロファイル半値幅や，荷電交換反応

によって生成した高速水素中性粒子が��光を発する際の

平均自由行程などを評価する必要がある．前者を評価する

上では，イオン源を出発点とし，適切なビームの発散角，

焦点距離を仮定したプロファイル計算と，ビームの経路上

での減衰を評価した計算を組み合わせて，FICXS観測視線

上でのNBプロファイルを計算して行う．このビーム減衰

の評価の際には，プラズマによるビームのイオン化過程

（電子との衝突電離，イオンとの衝突電離および荷電交換

反応）を考慮するためにADAS［２５］などのこれらの反応断

面積を原子・分子のデータベースを用いて行う．プラズマ

による減衰を含めたNBのプロファイル計算の詳細につい

ては，次節で説明されるので，ここでは割愛させていただ

く．また，中性粒子が��光を発する際の平均自由行程につ

いては，自然放射遷移確率（いわゆるアインシュタインの

A係数）と観測しているビームの速度を用いて行う．A

係数とは，原子一個が単位時間あたりに準位�から�に遷

移する確率を表し，NISTのデータベース［２６］などで調べ

ることができる．��光発生に対するA係数A（3，2）は4.41

×107［s－1］であり，現在観測の対象となっている 40－

200 keV の水素原子の速度は 5×106［m/s］程度であること

から，その平均自由行程は 10 cm程度となる．この値は

FICXS観測視線に沿ったNBの半値幅（30－40 cm程度）よ

りも短いので，平均自由行程に起因する誤差の影響は小さ

い．また，視線が観測位置において磁気面に接するように

とられているので，NBのビーム幅に起因する空間分解能

は，規格化小半径上の分解能として考えた場合には10％程

度となる．

高速イオンシミュレーションの結果を元に，観測視線上

のFICXスペクトルを評価する際には，下式で示される積

分を数値的に実施する．

��������������������������������

����������������������	�
������������
����，（４）

ここで，�は観測視線に沿った距離，	（�）は観測視線上のプ

ラズマの規格化小半径を表し，nNB（�）および nf（	）は，それ

ぞれ観測視線上のNBの密度および高速イオンの密度を表す．

nNB（�）は，次節で述べられるプラズマによる減衰を考慮にいれ

たビームの分布計算によって求め，���������はGNET［２８］な

どの高速イオンシミュレーションコードによって，高速イオンの速

度分布関数（���������������）と一緒に計算される．現在は，正

確な表現ではないが ���������������	���������	��������，

���������	���	��������として解析を進めている．��，��

は高速イオンの磁力線に対する並行方向および垂直方向の

速度成分，�はそのジャイロ運動の位相を表す．���
	

���

は水素イオンと水素原子が荷電交換反応を起こした際に

��光を発する際の反応断面積で，ADAS・その他の原子

分子データベース［２５，２７］から得ることができる．��はNB

と高速イオンの間の相対速度（�������������������）であ

り，����，���はそれぞれNBおよび高速イオンの速度ベクト

ルである．�はデルタ関数であり，�FICXSはドップラーシフ

トした��光の観測波長で，観測視線の向きを表す単位ベ

クトル（�����），高速イオンの速度ベクトル，��光の中心

波長（��），および光速（c）を用いて��
������������������
	�

と表される．（４）式は，（１）式に示される反応に対した積

分であるが，実際には（３）式の反応（ハロー中性粒子と高

速イオンとの荷電交換反応）に対しても（４）式同様の積分

を実施し，その結果と（４）式の結果から観測視線上の

FICXスペクトルをシミュレーションコードの結果を用い

て再構築し，実験結果と比較する．図１（b）に，そのように

して再構築したスペクトルを破線で示す．この時，ハロー

中性粒子と高速イオンとの荷電交換反応を計算するにあ

たっては，ハロー中性粒子の空間分布が必要となるが，こ

れは，EIRENE-3D［２９］等のプラズマ中の中性粒子輸送を

計算するコードを用いて評価するが，このコードの中にお

いても原子・分子の様々な反応に対する反応断面積データ

ベースが利用されている．

このように，プラズマ中の高速イオンの振る舞いを調べ

る際には，様々な原子・分子データベースが使用されてお

り，より精度の高い解析を行う上では，より多くの原子に

対してデータベースが拡充していくことが望ましい．

（長壁正樹）

ｂ）NBI を用いたビーム減衰解析

NBIから供給された水素ビームはプラズマ中でイオン化

し，閉じ込め磁場にトラップされることでプラズマを加熱

する．この時に重要なのは水素ビームの吸収率で，プラズ

マを効率よく加熱する重要な知見となる．一方で，プラズ

マに入射された水素ビームはプラズマとの相互作用による
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電子の励起・脱励起により水素のバルマー線（��：

656.28 nm）を放出する．ビーム放射��線の発光強度は残

留水素ビームの密度に比例するため，これを計測すること

で残留ビーム挙動，すなわちビームの減衰特性を知ること

ができる．

・ビーム放射��分光計測

LHDのNBIビーム入射軸に対して62.4°および134.7°の

角度でドップラー分光計測器を設置し，ビーム放射��と

背景��を分離計測した［３０，３１］．計測データの一例として

水素放電プラズマに炭素ペレットを入射した場合のビーム

放射��の時間変化を図３（c）に示す．NBI加熱パワーは５

台でトータル 25 MWで，そのうち一台は荷電交換分光用

にモジュレーション入射をしている．本計測のプローブ

ビームであるBL3 は 4.9 MWのビーム入射をしている

（図３（a））．炭素ペレット（��1 mm）は��3.85 s から入

射されており，ペレットの溶発によって電子密度が大きく

上昇し，時間経過とともに減少していく（図３（b））．ビー

ム放射��強度は炭素ペレット入射のタイミングで減少し，

電子密度の減少に従って再び上昇していることがわかる

（図３（c））．プローブビームのポート通過粒子数一定とみ

なせば，定性的には炭素イオンによるビーム吸収断面積の

増加によって，ビーム粒子のイオン化が促進されていると

考えられる．

・ビーム減衰解析への原子分子データベースの適用

イオン源を原点として観測地点�でのビーム放射��

の強度����はビーム粒子の密度�����および電子密度

�����の積に比例する［３２］．

���������������������， （５）

ここで������は発光係数（beam emission coefficient）であ

る．つまり，強い吸収が起きるとビーム粒子が減るが，��

強度は電子密度にも依存するので，電子密度を考慮すれば

残留ビームの指標となる．また，残留ビーム密度はビーム

入射軸線上における履歴（電子密度分布，断面積分布，お

よび不純物粒子の混合，等々）に影響されるため，ビーム

放射��強度から直接的に断面積は求まらない．そこで，原

子分子データベースを用いたビーム減衰解析をする必要が

ある．

ビームの減衰解析としてADASデータベース［３３］の中

のADF２１（Effectivebeamstoppingcoefficient:���）とADF

22（Effective beam emission coefficient:���）［３４，３５］の２つ

を使用し，ビーム入射軸上の位置�における電子密度およ

びイオン温度を用いて������と������を見積る．ここで

ビーム断面積����は������をビーム速度で割ったもので，

ビーム粒子の質量	とビームエネルギー
から

�����������	��
� ， （６）

となり，位置�における入射ポート通過ビーム密度を

�����とすると，位置�における残留ビーム密度�����

は

�������������	��
�

�

�����������
	

�
� 
�� �，（７）
という減衰方程式で表すことができる．ビームエネルギー

が一定のもとでビーム入射パワーはビーム粒子密度に比例

するので，実際の計算ではビーム入射パワーを使用して相

対的なビーム発光束����として評価し実験結果と比較し

た．

ビーム入射軸上の電子密度は図４のように炭素ペレット

の溶発に伴ってプラズマの周辺部で大きく上昇している．

ここで，ターゲットのプラズマとして水素と炭素の混合モ

デルを使い，炭素不純物の混合比としてペレット入射直後

で 5.5％とし，時間とともに減衰するモデルを仮定した．

図３（c）に示すようにモデル計算の結果は観測されたビー

ム発光の時間変化を良く再現していることがわかる．図４

のビーム入射軸上のビームの減衰を見ると，炭素ペレット

入射直前の��3.8 s では平坦な密度分布に従いビームは一

定の割合で減衰しているのに対し，��3.9 sの場合ではビー

ムがプラズマに入った直後の��15.6 m の密度のピーク付

近から急激にビーム減衰が起きていることがわかる．この

図３ （a）NBI3号機からの中性粒子ビームのポート通過パワーお
よびビーム減衰解析で推定したビーム吸収パワー，（b）プ
ラズマの線平均密度，（c）計測した放射 H�の強度，および
炭素不純物混合モデルによるビーム減衰解析で求めたビー
ム放射 H�量（相対値）の時間変化． 図４ ビーム入射軸上の電子密度分布とビーム減衰率．

Lecture Note 1. Introduction I. Murakami et al.
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時，トータルのビーム吸収率は 49％から 88％まで急上昇

し，その後，電子密度の減少とともに 60％まで減少する．

このビーム吸収率から求めた入射ビームの吸収パワーは炭

素ペレット入射直後で 4.9 MWのポート通過に対して

4.3 MWとなる（図３（a））．このように，原子分子データ

ベースを利用したNBI ビームの減衰解析はビーム放射��

の発光強度とクロスチェックすることで，時系列のビーム

吸収パワー評価に活用でき，計測手段が限定される核融合

炉を想定した場合にプラズマ加熱を知る有効な手段にな

る． （池田勝則）

ｃ）重イオンビームプローブを用いたプラズマ計測

重イオンビームプローブ（HIBP）法により高温プラズマ

中のポテンシャル分布とその揺動などを計測することがで

きる［３６］．核融合科学研究所大型ヘリカル装置（LHD）に

おいては，金イオンビームを高エネルギー領域（～6MeV）

まで加速して利用する一方，核融合科学研究所コンパクト

ヘリカルシステム（CHS）やスペインのTJ-IIではセシウム

やルビジウムのイオンビームを数100 keVのエネルギー領

域で利用するなど，その装置サイズと閉じ込め磁場強度に

より，利用するビームの種類やエネルギー領域は異なって

くる．ここでは，LHDの HIBP において原子分子データの

活用例を紹介する．

HIBP における計測原理と原子分子データが必要となる

背景を説明する．図５は重イオンビーム生成，プラズマ電

位計測の原理，およびHIBP システム全体を表している．

プラズマ中へ入射した１次ビームが観測点においてプラズ

マ粒子との相互作用を通して電子放出・電離の衝突過程に

よりイオン化され，そのイオン化された２次ビームがプラ

ズマ中の閉じ込め磁場により軌道を変えながらエネルギー

分析器に入射しビーム電流として検出される．計測器の設

計を行う際，対象とするプラズマに対して十分なビーム電

流量を検出できるかどうかが重要になってくる．

LHDの HIBP においては，設計段階の検討［３７］が１９９４

年頃行われ，必要なビームエネルギーと電流量などが評価

された．低エネルギー領域における金正イオンビーム生成

の原理検証実験も行われている［３８］．これらの結果，金正

イオンを検出するためにはプラズマに入射する１次ビーム

は 1020 m－3 のプラズマに対し，１０�A以上必要であると見

積もられた．また電位揺動計測を行うにはさらに電流量を

上げる必要がある．そのビームを生成するためにスパッタ

型金負イオン源とタンデム加速器が採用されたが，LHD-

HIBP は１次ビーム電流量が所期の目標値には達していな

かったため，負イオン源の開発と並行して，２次ビーム検

出のために必要な金負イオン電流量と１次ビーム生成のた

めの変換効率の最適解を見直した［３９］．

MeV領域のエネルギーを持つ１次ビーム生成量を見積

もるためには表１にあるようにタンデム加速器内部の高電

圧ガスセル内における金負イオンAu－とガスA（ここでは

Ar）との衝突反応を取り扱う必要がある．そのガスセル内

で生じるAu＋，Au２＋，Au３＋等の多価イオンへの電離断面

積（Auq+ ＋Ar→Au（q+m）＋＋m�+�Ar，m�１，q＝－1

～3）と価数 q＝0～4の�Auq＋の Ar ガスとの衝突による

重イオンビーム生成

Au－の中性ガスAとの衝突による電離断面積，
Au－+A→Au（－１＋m）＋＋m�+�A

Auq＋の粒子Aとの衝突による電子捕獲断面積，
Auq++A→Au（q－１）＋＋A+

プラズマ中の１次（２次）ビーム

Au＋，Au2＋の電子やプラズマイオンとの衝突による電離断面積，
Au++A→Au（１＋m）＋＋m�＋�A

Au＋，Au２＋のプラズマや中性粒子との衝突による電子捕獲断面積，
Auq++A→Au（q－１）＋＋A+

Au＋，Au２＋のイオンAa＋による電子捕獲を経由した電離断面積，
Auq++Aa＋→Au（q＋１）＋＋A（a－１）＋

表１ HIBPにおいて取り扱った主要な原子過程．

注：�Aは電離や励起反応後の可能なすべての終状態Aを意味する．

図５ LHD-HIBPのタンデム加速器による重イオンビーム入射系と電位計測のためのエネルギー分析器．
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電子捕獲断面積（Auq++Ar→Au（q－１）＋＋Ar＋）が必要にな

る．ここでは q～4程度とした．また，プラズマ中の１次も

しくは２次ビームに関しては，イオン・電子との衝突によ

る電離断面積や電子捕獲断面積が必要になる．核融合科学

研究所（NIFS）や NISTなどの原子分子データベースを検

索したが登録されていたのはイオンビームの電子衝突によ

る電離断面積のみだった．その他の原子分子過程に関する

データは論文等もなかったため，実験と理論の両面から電

離および電子捕獲断面積を求める研究を開始した．

重イオンビーム生成に関してその詳細は参考文献

［４０，４１］に譲るが，一例として，3MeVのAu－からAuq＋へ

の変換効率のガス密度長依存性に関して以下に示す．タン

デム加速器により発生する電荷状態�は多くの衝突過程を

取り扱うほど精度は向上するが，ここでは��－１～４ま

でを取り扱った．ガスセル内のガス密度長����として，

衝突で生成される粒子の電荷分布割合�����を計算するた

めに，計算で得られ，電離および電子捕獲断面積を用いて，

以下のバランス方程式を解いた［４２］．

���
��
��
��
�����������������

��
����， （８）

�
�

�������， （９）

ここで，����は初期電荷�から��への電荷変換断面積であ

る．電荷平衡状態では，

���
��
��， （１０）

となり，その時電荷平衡状態の��
� となる．ここで，これ

らを解くために必要な電離断面積����はFirsovモデル［４３］

を，電子捕獲断面積����はCAPTUREコード［４４］を用いて

新たに計算した．ガスセル内のガス密度に対する電荷割合

の計算結果を図６に示す．これからHIBP 計測に必要な

Au＋の生成のための最適値はガスセル内のガス密度長

���0.4×1015 cm－2 においてAu－からAu＋への電荷分布

割合��，すなわち変換効率が 22％になることがわかる．

図７は実際に実験で得られた 3MeV Au－からAu＋への変

換効率であり，最適変換効率は約 15％となった．実験から

得られる変換効率はビーム軌道や焦点位置の調整により理

論値に近づくものと考えられる．

Cu－から Cu＋への理論上の変換効率も得られている．さ

らに，実験的に幅広いエネルギー領域でその妥当性を検証

している．しかし，低エネルギーの keV領域ではその断面

積の誤差は大きくなることが予想されるため，実験により

図６ 3 MeV Au‐の Arガスとの衝突により生じる Auq＋の電荷分
布割合 Fqの Arガス密度長依存性の計算値［４０］．

図７ 実験で得られた Au‐から Auq＋ビームへの電荷分布割合 Fq

の Arガス密度長依存性［４０］．

（b）ne=ni=2×1019m‐3の場合（a）ne=ni=1×1019m‐3の場合

図８ プラズマを通過したビーム検出効率の計算結果．入射ビーム電流 IB0，プラズマ通過後の１次ビーム電流 IB1，エネルギー分析器に検
出される２次ビーム電流 IB2とし，それぞれその比を検出効率 IB1/IB0，IB2/IB0としてイオン衝突の影響を調べた．
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その検証が行われている［４５］．

次に，LHD-HIBP の負イオン源の信号対雑音比や検出器

の検出効率を評価するために，プラズマ中を通過する１次

（２次）ビームの反応を模擬した．プラズマ中のAuビーム

減衰の計算例を図８に示す．計算には電子密度��，電子の

熱運動速度��，イオン密度���とし，その中をイオンビー

ムが速度��で通過するとして，以下の式を用いた［３９］．
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ここで，���，���，��
はそれぞれ入射ビーム，１次ビー

ム，２次ビーム電流である．��，�
，��はそれぞれ１次ビー

ム軌道長，２次ビーム軌道長，２次ビームが発生する領域

の微小長である．さらに，２次ビームの検出効率はκ���

とした．プラズマ中に入射したAu＋ビームは電子との衝突

による電離断面積�
�	

��
だけでなく，イオンとの衝突による

電離断面積�
��



��
，電子捕獲断面積����も考慮した．エネル

ギーが keV領域のビームとは異なり，プラズマ密度が 2

×1019 m－3になるとイオン―イオン衝突を考慮しなければ

検出効率を一桁以上高く見積もってしまうと考えられる．

このこととは別に，LHDのようにMeV領域のビームに対

し，ビ ー ム 検 出 に 用 い て い るMicro channel plate

（MCP）の増幅率が低くなっていることも示唆された．

プラズマ中の１次・２次ビーム量を評価するのに用いた

断面積はその応用事例としてHIBP による局所密度揺動計

測の検討［４６］に利用されている．

本研究は，実験面に関してはLHD-HIBPグループで行っ

た．理論面では Levedev 研 Viacheslav Sheveloko 博士，

俵博之博士，Macedonian Academy of Sciences の Ratko

Janev 博士，核融合研加藤隆子名誉教授，神戸大谷池晃准

教授の他，多くの方々に協力いただきました．ここに感謝

いたします． （西浦正樹）

ｄ）プラズマディスプレイパネル放電

プラズマディスプレイパネル（PlasmaDisplayPanel; PDP）

は，大気圧に近い高いガス圧力下のNeやXeなどの混合希

ガス放電からの発光を利用した動画質に優れたディスプレ

イであり，大画面化が容易な薄型フラットパネルディスプ

レイとして，１９９０年代から２０００年代にかけて精力的に研究

開発が行われ，今現在我々にとって身近な放電プラズマ応

用機器の一つとして認知を得ている．その際，この PDP

開発における設計・制御指針を得るために，シミュレー

ションによる PDP放電の高精度な特性予測が威力を発揮

した［４７］．それにより，PDP放電のシミュレーション技

術の進展はもとより，予測の精度（確度）に大きな影響を

及ぼす PDP放電の原料ガスであるNeや Xeなどの希ガス

に関する原子分子基礎データ（電子衝突断面積，反応レー

ト係数，イオンの移動度，イオン衝撃によるMgO薄膜から

の二次電子放出係数など）の充実も同時に図られ，その結

果原子分子基礎データの重要性が再認識されてきている．

本節では，この PDP放電シミュレーションの一例とし

て，流体モデルに基づくNe/Xe 混合ガス PDP放電シミュ

レーションモデルの説明をした後，N2 ガス添加が PDP放

電特性へ与える影響に関する結果の一例［４８］を紹介する．

PDP放電のシミュレーションモデルを図９に示す．２枚

の平行平板金属電極を 140 μmの間隔を空けて配置し，両
金属電極に対しMgO膜で表面を保護された誘電体（厚さ

30 μm，比誘電率１０）を貼り付けることで両誘電体間に
80 μmの放電ギャップが形成された構成を考える．本
ギャップ間にNe/Xe（10％）混合ガス（全ガス圧600 Torr，

ガス温度 300 K）を封入し，そこに両金属電極間に両極性パ

ルス電圧を印加することで本ギャップ間に径方向均一な放

電が発生するものとする．このとき，N2 ガスは 0－1000 ppm

の濃度でNe/Xe 混合ガスに添加されるものとした．

本研究で適用した放電モデルは，疑似熱平衡近似に基づ

く空間一次元流体モデル［４８］である．放電内の各粒子種の

振る舞いを流体として取り扱い，粒子数密度連続の式，ポ

アソンの式，電子エネルギー保存式，両誘電体表面への蓄

積電荷の式の時間空間発展を空間一次元方向（図９の�

方向）で周期的定常解が得られるまで数値的に解くことで

PDP放電をシミュレートする．N2 ガス添加されたNe/Xe

混合ガスPDP放電内に存在する粒子種として，重要と考え

られる６種類の荷電粒子（e－，Xe+，Xe2+，Ne+，Ne2+，

N２＋），６種類の励起原子（Xe＊（1s5），Xe＊（1s4），Xe＊＊，

Ne＊（1s5），Ne＊（1s4），Ne＊＊），３種類の励起分子（エキシ

マ）（Xe2＊＊，Xe2＊，Ne2＊）を考慮した．また，このシミュ

レーションを行う上で重要な混合ガス下での電子輸送係数

（移動度，拡散係数，衝突レート係数）を二項近似ボルツマ

ン方程式解析ソフトウェアBolsig＋［４９］ならびに同梱の電

子衝突断面積セットにより事前に求め計算に利用した．

PDP放電内で起こる反応過程として，電子衝突（運動量移

行，励起，電離など），ペニング電離，電子－イオン再結

合，電荷交換，中性粒子間衝突から構成される計９５種類を

考慮した［５０］．

図１０に，［N2］＝0，100，1000 ppm時における正極性時

のパルス状 PDP放電発生期間時の放電電流の時間変化を

図９ N２添加 Xe/Ne混合ガス PDP放電のシミュレーション概念
図．
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示す．本図より，［N2］＝0 ppm時の結果に対して 100 ppm

添加時から放電電流のピークに遅れが生じ始め，1000 ppm

時でその遅れは 10 ns 程度となった．この放電形成遅れを

生ずる理由としては，N2 ガス添加により，低電子エネル

ギー時に頻発するN2 ガスの運動量移行衝突や回転および

振動励起衝突（閾値エネルギー：0.02－2.35 eV）に伴う電

子エネルギー損失が放電休止期間中に促進される．そのた

め，次回のパルス放電を起こすために必要な電離衝突に寄

与する高エネルギー電子生成のタイミングに遅れを生じ，

放電形成遅れを生ずるものと考えられる． （小田昭紀）

ｅ）プロセスプラズマ モンテカルロシミュレーションに

よるNLDプラズマの解析

NLDプラズマ

NLD（Neutral Loop Discharge）プラズマはRF（ラジオ

周波数，13.56 MHz）アンテナから電力を供給し駆動する

誘導結合型プラズマである．低気圧・高密度のプラズマが

でき，半導体集積回路やMEMSのエッチングなどに用いら

れる．プラズマ容器を囲む上中下段３つの同軸コイルで磁

界を印加するが，中段コイルの電流は他と逆向きで，磁界

の一部を打ち消し磁界ゼロの環状領域（Neutral Loop: NL）

を作る．プラズマ中の電子は磁界が弱いNL近傍でエネル

ギーを得るため環状のプラズマが生成し，その位置はコイ

ル電流で制御できる［５１，５２］．プラズマ中でエッチャント

（イオン，ラジカル）を生成する高エネルギー電子は磁力線

に沿って流れることから（図１１），プロセス中もエッチャ

ント生成・照射域を磁界により動的に制御可能である．時

間加重による大面積均一処理が提案されているが［５３，５４］，

プラズマ維持機構，種生成・輸送過程，磁界制御指針など

解明・検討が必要な事柄も多い．

本節ではプラズマ維持機構解明やプラズマへの電力投入

の評価のため電子挙動解析を行っており，本節では解析に

必要な原子分子データについて述べる．

解析モデルおよび解析に必要なデータ

NLDプラズマは数 Pa 程度の低気圧で駆動されるた

め，電子挙動解析には粒子モデルを用いている．電子は電

磁界下の飛行と気体分子との衝突の両過程を繰り返すが，

確率事象である衝突の生起判定と衝突時の反応の選択に乱

数を用いるモンテカルロ法を採用している．

解析に必要な原子分子データは，電子衝突断面積と解離

生成種（分子，イオン，ラジカル）の各種反応の定量的情

報である．

前者については，弾性，励起（回転，振動，電子励起），

電離，解離，電子付着など主要な過程が揃い，電子エネル

ギー分布や電子輸送係数を再現できるセットとしての信頼

性が望まれる．電子エネルギー分布はエッチャント生成の

定量評価となる電離・解離レートの算出に必要な情報で，

これらレートは電子エネルギー分布に電子速度，電子衝突

断面積の重みをつけ気体分子と電子の数密度を乗じて積分

することにより得られる．電子衝突断面積セット構成要素

の一部が未知で電子エネルギー分布が算出できなくても，

着目する反応の電子衝突断面積が既知であれば，プローブ

測定などで得た電子温度の関数として与えられるマクス

ウェル分布を代用することで，上述の積分ができるように

なる．しかし，多くの気体中で電子は熱的非平衡状態にあ

り，電子エネルギー分布は高エネルギー側の裾が短い非マ

クスウェル分布になりがちなため，高エネルギー領域の反

応の見積りには慎重さを要する．

後者については，解離生成種間の反応を含む一連の化学

反応経路が完結していることや，各段階における種の生

成・消滅反応速度や種毎の輸送係数（拡散係数，移動度）

の情報が求められる．特にエッチャント種とその前駆体，

空間電荷電界を形成しプラズマ構造を決める正負イオンに

関するデータはプロセス評価に直結する．イオン，ラジカ

ルは動きが遅く，電子運動追跡の時間ステップと比べ数桁

長い時間をかけ蓄積される．そのため，電子以外の種の生

成・消滅，輸送は流体モデルで扱うハイブリッドモデルが

採用されることがあるが，低気圧における流体モデルの適

用限界，結果の妥当性については別途吟味が必要である．

他のデータとしては，境界条件がプラズマ状態に大きく

作用するため，またプロセス反応を直接評価するため，プ

ラズマ中の種が器壁や基板面上で起こす諸反応（反射，吸

着，再放出，再結合，二次電子放出）の情報も必要となる．

図１０ 様々な N２添加時における Xe/Ne混合ガス PDP放電の電流
波形．

図１１ NLDプラズマリアクター内の平均電子エネルギー分布
（左）と電子軌跡（右）（右図太線の交点が Neutral Loop）．

Lecture Note 1. Introduction I. Murakami et al.

４３



しかし表面反応の多くは未知であり，表面状態（形状，温

度，帯電，吸着など）や粒子の入射角度，エネルギーなど

にも依存するものと推測される．モデルに組み込むことが

技術的には可能でも実際的データが希なため，表面反応の

定量的扱いは必ずしも確立されていない．例え断片的な

データでもその情報は有用で，こうしたデータの充実も望

まれる． （菅原広剛）

ｆ）バイオ応用

近年，医療応用をめざしたプラズマプロセスが大きく注

目されている．プラズマを用いた医療応用技術および治療

法は，最近，広い意味で，「プラズマ医療」と総称されるこ

とが多い．プラズマ医療は，その目的別に，（１）プラズマに

よる殺菌，滅菌，（２）プラズマによる医療材料・バイオマ

テリアルプロセス，および（３）プラズマを直接生体に照射

することによる治療，の三分野に大きく分けられる［５５］．

（１）のプラズマ殺菌・滅菌は，通常，高温に耐えられない物

質に対する殺菌・滅菌を安価に処理することをめざすた

め，気体温度の低い大気圧プラズマの応用が期待されてい

る［５６‐５９］が，減圧容器のなかに処理する物体をいれて低

圧の反応性プラズマを用いて処理する殺菌法も検討されて

いる．（２）の材料プロセスでは，半導体製造プロセスなど

で用いられる材料プロセスと同様，低圧プラズマが主とし

て使われている［６０‐６３］．（３）のプラズマによる生体の直接

処理に関しては，通常，生体を減圧や高温の状態に置くこ

とができないので，気体温度の低い大気圧プラズマが使用

される［６４‐６６］．特に，プラズマの生体組織への照射の場

合は，生体組織が液体と共存することが多く，プラズマと

液体の相互作用がきわめて重要である．

図１２は，気相，液相，固相におけるプラズマとその生成

粒子の分布例を示す．気相でプラズマを発生させると，そ

の電子や光と気体原子・分子の衝突により，各種イオンや

励起原子・分子，反応活性種等が生成される．これは，拡

散などにより液相に輸送され，液体表面に付着，その後，

さらに溶液中に拡散する．これら電子・イオン・反応活性

種の大半は，水分子（溶媒分子）とクラスター（水和・溶

媒和）を形成する．これらの中には，溶液中に存在する他

の分子・反応活性種と反応して，さらに別の粒子種に形を

変えるものもある．こうして液相中に輸送された反応活性

種は，更に固相表面に輸送され，固体表面に吸着したり，

あるいは，表面でなんらかの化学反応をおこしたりする場

合もある．

生体の場合は，この固相部分が生体組織や細胞表面に対

応し，液相は，例えば，血清等に対応する．血清は，タン

パク質等の巨大高分子を含むので，溶液（血清）中に生成

された反応活性種は，固相（生体組織や細胞壁）に到達す

る前にこれらの高分子と反応して，高分子を改質する可能

性が高い．プラズマを生体に直接照射する治療において

は，おそらく，このように改質された高分子と生体の相互

作用が，その治療効果を決めている可能性が高い．

いずれにしても，プラズマの医療応用では，大気中の放

電により生成された電子・イオン・反応活性種が，生体組

織（固相）に到達するまでに，気相から液相へと輸送され

る．そこで，本節では，プラズマのバイオ応用の特徴的な

系として，図１２のような，気相，液相，固相からなる系を

想定して，気相と液相における化学反応を記述するための

データベースについて議論する．輸送および界面反応につ

いての議論は，割愛する．

気相における化学反応の数値計算の歴史は長い．大気圧

放電に関して，反応速度方程式［１７］を用いた０次元計算が

１９７０年代にはすでに行われている．例えば，文献［６７‐６９］

は，オゾン生成に関するものであるが，最近では，大気圧

放電への関心の高まりにつれて，各種大気圧放電による反

応生成物の計算が精力的に行われている．（例えば，参考

文献［７０‐７２］）これらの計算では，０次元ながらも，放電

容器への粒子種（荷電粒子および中性粒子）の損失等も考

慮に入れた，いわゆる global model が用いられている場合

も多い［７３］．これらの計算においては，単純な気体の放電

の場合でも，放電により生成されるイオンや反応活性種，

原子，分子の種類が多く，さらに，それら粒子間の反応を

関連づける化学反応式の数が，粒子種の数の二乗程度にな

るため，計算は，きわめて大規模となる．また，これらの

方程式は非常に強い非線形性をもつため，次に指摘するよ

うに，微少な量の不純物気体の存在が，最終的な反応生成

物を支配することも多い．また，その非線形性のため，放

電条件のわずかな変化（放電により生成される電子の数の

多寡）により，最終的な反応生成物の分布が大きく変化す

ることもある．

大気圧放電において，例えば，気相中に不純物として微

少量存在する水（湿度）の影響は，一般に無視できない．例

として，ヘリウムの大気圧放電を考える．大気中で気体温

度の低いプラズマを生成する際に，Heは放電気体として

よく用いられる．Heのイオン化エネルギーは，24.6 eV と

図１２ 気相，液相，固相におけるプラズマとその生成粒子の分布
例．矢印は，相界面を通した，粒子の輸送を表す．
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非常に高いため，通常の大気圧放電では，電子衝突により

直接イオン化される確率はきわめて低い．一方，Heの長寿

命で励起エネルギーの比較的高い準安定励起状態の励起種

He＊は多数生成されるため，これらが，基底状態にある他

の原子・分子と衝突して，イオン化が進行する（ペニング

イオン化）．このため，大気圧He放電においては，He＋イ

オンよりも，他の不純物イオンが主たるイオンとなる．大

気圧下で（空気が存在しない状態で）Heのみの放電を行う

場合，不純物としてH2Oが 1％以下程度しか含まれていな

い場合でも，イオン種は，H2O由来のものが大半となる

［７４］．（文献［７０］の計算では，同様の条件下で，He＋が主

たるイオン種となるのは，H２Oの密度が数ppm以下の場合

であると報告されている．）また，大気圧He放電に，わず

か（1 ppm以下）でもN２が混入すると，N２＋イオンが放電中

の主たるイオンとなるという報告もある［７５］．

放電で生成された陽・陰イオンは，一般に，大気中に不

純物として存在する少量のH2Oとクラスターを形成して存

在する．ただし，気相中の電子は，水分子と気相中で衝突

すると，

e＋H2O→OH＋H－ （１３）

e＋H2O→H2＋O－ （１４）

e＋H2O→OH－＋H （１５）

のような解離性電子付着を行う．このため，気相中では，

通常，水和電子は存在できない．例えば，大気圧He放電

で，わずかな量の水分子が不純物として存在する場合に

は，OH－およびその水和イオンOH－（H2O）x が主要な陰イ

オンとなる例が報告されている［７６］．また，この場合，陰

イオン密度は，電子密度と同程度となり，準安定励起種も，

He＊，He２＊よりも，（励起エネルギーの低い）一重項酸素

原子O（1D），一重項酸素分子O2（a1��），励起状態のヒド

ロキシラジカルOH（A2�）等が主要な励起種となると報告

されている［７１］．

これらのシミュレーションを行うためには，反応速度係

数が必要であるが，それらを過去の文献から得るために

は，様々なデータベースを利用すると便利である．ただし，

一つのデータベースで必要な反応係数がすべて揃うこと

は，まずない．参考までに，気相反応の中性分子・ラジカ

ル間衝突に関する反応速度係数を得るのに役に立ちそうな

データベースを挙げると，次のようなものがある．

GRI-MECH Reaction Rate Database（http://www.me.ber-

keley.edu/gri-mech/）

NIST Chemical Kinetics Database（http://kinetics.nist.gov

/kinetics/index.jsp）

IUPACの Evaluated Kinetic Data（http://www.iupac-

kinetic.ch.cam.ac.uk/）

電子との衝突によるイオン化，励起，解離などの反応速

度は，仮定する電子のエネルギー分布に強く依存するた

め，データベースや過去の文献から得られる反応断面積を

もとに計算するほうが望ましい．

液相における荷電粒子と反応生成物の分布については，

現在のところ，あまり詳細が知られていない．しかし，液

相，特に，水溶液中の水和電子や水和イオンが引き起こす

反応については，放射線化学の分野で，詳細に調べられて

いる．例えば，純水にガンマ線が照射されると，水分子が

分解され，水和電子 eaq と水イオンH2O＋が生成される

が，水イオンは直ちに水分子と反応して，水和プロトン

H3O＋（あるいは，水溶液中では，単に，H＋と記述するこ

とも多い）とヒドロキシラジカルOHに分解される．

放射線による水の分解の場合，放射線の強度が強い場合

は，液中十分深く放射線が到達して，液中でこれらのイオ

ンが生成されるのに対し，大気圧プラズマの液面への照射

の場合，イオン種は液面に到達して付着し，その後，液中

に拡散するだけである．プラズマと液面の相互作用につい

ては，詳しいことは知られていないが，十分な湿度のある

大気中では，イオンの大半が水和していることを考える

と，イオン種はそのまま，液体表面に付着すると考えてよ

さそうである．また，液面に到達した低エネルギー電子は，

まずは，液体表面に付着して，水和電子となると考えてよ

さそうである．ただし，水和電子は，反応すべき溶質があ

れば，即座に反応する．

電子・イオン・反応活性種が気相から液相に輸送され，

液中で液中特有の反応を経て，最終的に生成する反応生成

物の数は多い．そのうち，ヒドロキシラジカルOH，ヒドロ

ペルオキシラジカルHOO，スーパーオキシドアニオン

O２－，ペルオキシナイトライトアニオンONOO－などが，生

体との反応に重要な役割を果たすと考えられている．これ

らは，前述したように，生体（細胞）に直接相互作用する

ばかりでなく，細胞を取り囲む溶液（血清等）中の各種タ

ンパク質・糖質・脂質など反応して，これらを変質させ，

これらが生体に接触することで，間接的に，生体へ影響を

与える可能性も高い．プラズマ照射とこれらの液中の生化

学反応の詳細については，現在，ほとんど知られていない．

液中の反応データベースとしては，NDRL/NIST Solu-

tion Kinetics Database（http://kinetics.nist.gov/solution/）

がよく知られている．しかし，このデータベースにおいて

も，すべての液相反応を網羅しているわけではないので，

必要な反応データを得るために，別途，論文検索を行う必

要がある．

以上，プラズマのバイオ応用を考える際に必要な，原

子・分子反応データベースについて，簡単に議論した．本

来であれば，図１２中の最も下の相である固相（すなわち，

生体組織・細胞等）と液中の水和電子やイオン・反応活性

種との相互作用を議論すべきであるが，ページの都合もあ

り，ここでは割愛する．実際，反応活性種（活性酸素＝

ROSや活性窒素＝RNS）と生体の相互作用はきわめて複雑

で，未知のことも多い． （浜口智志）
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NBI３号機を担当し，主な研究分野は中性

粒子ビーム入射装置を用いたプラズマ加熱

物理です．趣味と実益をかねた毎日のウォーキングで痩身し

ました．先日，イベントで中山道（御嵩～細久手）を歩きま

したが，中山道に比べると土岐を通過する脇往還の下街道の

方が歩きやすく，武並～瑞浪付近の旧道がオススメです．

お だ あき のり

小 田 昭 紀

２００１年北海道大学大学院工学研究科電子情

報工学専攻博士後期課程修了．博士（工

学）．現在は，千葉工業大学工学部電気電

子情報工学科准教授．低圧から大気圧下で

生成される低温プラズマ（弱電離非平衡プラズマ）のモデリ

ングおよびシミュレーションに関する研究に取り組んでいま

す．２０１１年４月から千葉での新生活がスタートしました．今

は，研究室の立ち上げと，“魔の２歳“を迎える息子と妻と

で奮闘する毎日です．

おさ かべ まさ き

長 壁 正 樹

核融合科学研究所・プラズマ加熱研究系．

主な研究分野は，気持ちの上では，プラズ

マの中の高エネルギー粒子の閉じ込めで，

場外乱闘的に，中性粒子ビーム入射装置の

開発研究もやってますと言いたいところですが，現実は，逆

になっています．１０年ほど前に始めた自転車通勤をメゲズに

続けています．体重の増加にともない，自転車のサドルの堅

さが気になる今日この頃です．

にし うら まさ き

西 浦 正 樹

１９９９年総合研究大学院大学数物科学研究科

核融合科学専攻博士課程終了（理学）．日

本学術振興会特別研究員，理化学研究所基

礎科学特別研究員を経て核融合科学研究所

助教．大型ヘリカル装置LHDで重イオンビームプローブ計測

の高性能化，燃焼プラズマ下の高エネルギー粒子の振舞の理

解等に興味がある．

すが わら ひろ たけ

菅 原 広 剛

北海道大学大学院情報科学研究科准教授．

同大学院工学研究科電気工学専攻修士課程

平成４年修了，博士（工学）．主な研究分野

は気体中電子輸送の基礎理論，プラズマの

モデリングと計算機シミュレーション．現在はプロセス用磁

化プラズマの解析に従事．趣味は外国語．国際会議の数ヶ月

前から現地語を独習し旅先で使うのが楽しみ．

はま ぐち さと し

浜 口 智 志

大阪大学工学研究科教授．東京大学理学部

物理学科卒，同大学院修士・博士課程を経

て，ニューヨーク大学クーラン数理科学研

究所（大学院数学科）博士課程修了．理学

博士，Ph.D．専門はプラズマおよびプラズマ表面相互作用の

理論・シミュレーション．

Lecture Note 1. Introduction I. Murakami et al.
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